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米中緊張下での米国の一連の対中強硬措置と

中国の対抗的規制とによって，日本企業や大学

等は一種の「踏み絵」を迫られる構図となって

きた。

バイデン政権での動向が注視されるが，その

趨勢には基本的には変化がなく，米中の狭間で

企業や大学のリスクはむしろ増幅されていく可

能性があると思われる。

留意点 1：米国の対中強硬姿勢は，引き続き

議会，政府を問わない

米国の対中強硬措置は，議会が主導する側面

が多々あった。安全保障（経済安全保障を含

む）関連の政策等を義務付ける国防権限法 2021

が大統領選後に成立したが，対中強硬姿勢には

何らの変化もない。他にも，外国企業説明責任

法（監査情報の開示や中国共産党の支配下にな

いことの説明義務），台湾保証法（台湾への武

器売却の常態化や台湾の国際組織への参加の支

持促進等），チベット人権法等の，中国の「核

心的利益」に関わる強硬法案が上下院とも全会

一致で可決・成立している。

ポンペオ国務長官がウイグルのジェノサイト

認定をしたのも，超党派の「中国に関する連邦

議会・行政府委員会」が政府に要請したからで

あり，ブリンケン新国務長官も支持表明した。

米国の対中政策に影響力がある米議会の米中

経済・安全保障調査委員会（USCC）年次報告

書も従来と変わらず，中国に対する厳しい分析

と提言とを行っている。政府高官候補も，上院

公聴会で基本的には対中政策を維持する姿勢を

示した。

留意点 2：米国の対中強硬政策の背景は，軍

民融合戦略による軍事力拡大と人権侵害へ

の厳しい批判

米国の対中強硬政策の主要な背景の一つは，

2016 年以降推進されつつある中国の軍民融合

戦略である。優れた民生技術は軍事応用に直結

し得る。今や電子戦，宇宙戦，サイバー戦の世

界である。同戦略では，「軍民の高度先端技術

の共有と相互移転を促進し，……科学技術・経

済・軍事において機先を制して有利な地位を占

め，将来の戦争の主導権を奪取する」と堂々と

謳われている。AI 兵器，次世代戦略兵器等の

開発の推進により，米国の軍事的優位性は揺ら

ぎかねなくなっている。

そして，次世代社会インフラ，軍事的インフ

ラである 5G で中国の覇権を許せば，同盟国と

の軍事機密の共有が困難になるとの危機感が米

国にはある。

海外企業も拘束する再輸出規制や，Entity

List 掲載による輸出禁止は強力な経済的「武

器」となっている。新たに法律に基づき公表さ

れた「軍事エンドユーザーリスト」，「中国軍の

所有・管理下にある中国企業リスト」もまた，

軍民融合戦略への対抗手段である。

人権侵害関連の制裁も出てきている。その一

般法として，グローバルマグニツキー法がある。

ウイグル人権法では，強制労働等関与当局者や

その支援企業に対する金融制裁を定め，欧米等

企業に対してもサプライチェーンからの関連製

品の排除を要求している。監視関連企業に対し

ても輸出規制がなされたほか，議会の意向で強
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制労働関与製品の輸入規制を強化しつつある。

留意点 3：米国政府の Entity List，再輸出規

制で企業が直接的影響を受ける局面の増大

日本の産業界が米国議会・政府の規制の影響

を実感することになったのが，①国防権限法

2019 における中国企業製通信・監視機器等の

米政府調達禁止であり，② DRAMの中核国策

企業である JHICC（福建省晋華集成電路）に

対する禁輸であった。

政府調達禁止では，ファーウェイ等の特定 5

社の通信・監視機器等を使用している企業の製

品の調達まで禁止するものであるため，世界各

地でそれらの中国製サーバー，スマホ等を使っ

ている企業は，製品分野を問わず利用機器の変

更や国際的なサプライチェーンの組替え検討を

余儀なくされた。

JHICC は，18 年 10 月の操業開始間近の時点

で禁輸措置が取られた。これにより，米国から

の半導体製造装置等の提供ができなくなり，同

社の操業は頓挫したが，日本政府・企業にも，

米国の措置に同調するよう強力に求められた。

Entity List は，「米国の安全保障及び外交上の

利益に反する者」であるため，以降，日本企業

においては，Backfill 的取引（米国企業が輸出

できないことを奇貨とした抜駆け的取引）に対

する抑止が働くようになった。

より直接的な強力な措置が，ファーウェイグ

ループに対する「直接製品規制の拡大適用」

だった。米国製機器・ソフトを使って製造した

製品等の同グループへの再輸出が禁止された

（20 年 5〜8 月）。半導体製造装置や半導体設計

自動化ソフト（EDA）等は米国が圧倒的な

シェアを有するため，製造受託している台湾の

TSMC や日本の多くの企業も取引を断念せざ

るを得なくなった

人権侵害関与企業として Entity List 掲載さ

れている中国企業も，日本企業との取引が少な

くない。これが禁輸から制裁にステージが上が

るとすれば，取引する日本企業も同様の制裁を

受ける仕組みであるため，ドル決済等もできな

くなり，致命的打撃を受けかねない。

留意点 4：半導体関連分野で強まる米国の規

制同調圧力

民生，軍事問わず，鍵となるのが半導体であ

る。米国は，JHICC，ファーウェイに対する禁

輸に加えて，中国の半導体サプライチェーンの

中核である SMIC への禁輸も行うに至った

（20 年 12 月）。

今後注視する必要があるのは，第一に ECRA

（輸出管理改革法）に基づく「基盤的技術」規

制における半導体製造装置等の扱いである。

「基盤的技術」は「エマージング技術」とは異

なり既に成熟した製品・技術概念であるが，半

導体製造装置が例として挙がっている。規制の

対象分野，手法が焦点となってくる。第二は国

防権限法 2021 における「多国間半導体セキュ

リティ基金」構想である。信頼できる半導体と

そのサプライチェーンの構築を目的としてお

り，参加するパートナー国政府との取決めに

よって助成が行われるものだが，運用に際し，

パートナー国と半導体製品・技術の中国への輸

出許可方針を実質的に米国と同等とするよう規

定しているほか，関連の政策・規制で共通の取

組み促進を求めている。

留意点 5：アカデミアにおける機微技術流出

阻止に向けた圧力強化

中国の軍民融合戦略では，国防大学だけでな

く，一般大学もまた「科技興軍」「自主創新」

の号令の下で貢献が求められている。「軍事四

証」の資格を取得し，軍事研究に参画している。

米国は，中国の国防 7大学等を禁輸対象とし
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た。「千人計画」等への専門家としての参加や

中国からの研究資金受入れについて隠蔽があっ

たとして，ハーバード大やMIT 等の著名大学

の教授等の逮捕が相次ぎ，衝撃が走った。アカ

デミア側からも，利益相反行為は研究不正と同

じとの提言がなされるようになった。

日本でも，中国の国防 7大学やリスク度が高

いと評価されている大学と研究交流協定を結ん

でいる大学は少なくない。日本での研究環境が

劣ることもあり，招聘に応じて中国で研究した

り，中国からの研究資金で日本で研究する場合

も多々あるが，米国で排除された流れが日本に

向かっている可能性は高い。地方大学にもその

動きは波及している。中国の大学が日本のメガ

バンクと組んで日本でサイエンスパークを展開

するという動きもある。中国科学技術部傘下の

科技日報は，18 年に「早急に攻略を要するコア

技術 35 項目」というものを明らかにし，最近

も中国内で改めて注目されているが，その大半

は日本企業や大学が有するものだった。

留意点 6：この 5〜6 年で激変した中国のビ

ジネス環境と新たなリスク

中国では，国家安全法制が外商投資促進法令

をオーバーライドしつつある。「外商投資法」

のような法令だけを見がちだが，国家安全法制

とそのリスクを看過することはできない。

2013 年に打ち出された「総体的国家安全観」

概念は，一般的な軍事的安全よりもはるかに広

汎である。これに基づき，反スパイ法，新・国

家安全法，反テロ法と続き，更に 17 年には，

国家情報法が制定された。これはスパイ活動を

担う国家安全部の活動に対して全国民・組織に

秘密裡での協力を義務付けるもので，欧米諸国

が中国への警戒を格段に高める契機となった。

同法による技術流出リスクは，外商投資法制で

の知財の保護とは相容れないものである。更

に，サイバーセキュリティ法，データ安全法案

は，「国家安全」のために情報開示を求めるこ

とが可能になっている。

「中国製造 2025」は，主要産業分野での国産

化率向上を目指すものであり，裏を返せば，外

資企業やその分野の選別が始まったということ

でもある。

留意点 7：中国とのビジネスの前提を揺るが

しかねない中国輸出管理法や関係法令／

「股裂き」「踏み絵」状態に

中国輸出管理法が 20 年 12 月に施行された

が，規制内容が国際的に見て極めて異質だとい

う問題がある。下位規則等は未公表だが，再輸

出規制（中国原産品が含まれる製品等の日本か

らの再輸出が要許可），法人内も含むみなし輸

出規制，輸出先の実地検査等が導入されるとの

見方が中国法曹界では強い。日米欧の三極の主

要産業団体は連名で，「投資・貿易環境に著し

い悪影響を与える」として再考を求めたが，回

答はない。

また，「輸出禁止・輸出制限技術リスト」の

拡充，「信頼できない主体リスト」制度の導入

もなされた。前者は，中国が優位性を持つ重要

技術の輸出規制を導入し，後者は，（米国の禁

輸等を念頭に）「正常な取引を中断」「差別的措

置を取る」ことで中国やその企業の利益等に損

害や危害を与える者に対して制裁を科すという

ものである。

更に，今年 1 月初めには，「外国の法律及び

措置の不当な域外適用を阻止する弁法」が施行

された。他国の制裁法規等により，中国企業と

第三国企業との正常な取引が妨げられた場合

に，その制裁法規等に従うことの禁止，損害賠

償請求権等が盛り込まれている。

これらの一連の報復的制度の導入により，米

国等による禁輸，制裁と中国からの制裁との狭
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閒で「股裂き」「踏み絵」状態となる可能性が

生じている。

習近平主席が，世界の産業チェーンの中国依

存度を高めることで強力な反撃能力を備えるよ

う指示したことが，共産党理論誌『求是』に掲

載されたが，中国への依存度が高い企業は，輸

出管理法とその関連規制に翻弄されかねない。

以上のような諸々の状況を踏まえれば，米中

の狭間で企業や大学が選択を迫られ，リスクに

直面する局面が増えていくと思われる。

なお，金融商品取引法の内閣府令改正によ

り，2020 年 3 月以降の有価証券報告書から，

「事業等のリスク」と対応策を「具体的に」記

載することが義務付けられた。経済安全保障関

連リスクの投資家への開示をどうするかが，新

たな課題となってきている。

（おしだ つとむ）
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